
新旧対照表（国民健康保険に関する事務　全項目評価書に係る変更）

NO
評価書
ﾍﾟｰｼﾞ 項目 変更前の記載 変更後の記載 差替えの理由

1 18
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
　３．特定個人情報の入手・使用
　　④入手に係る妥当性

【情報提供ネットワークシステムからの入手】
　・番号法第１９条第８号及び別表第２及び
　　命令第２条の表（項番６９，７０，７１）
　　の規定による。

【情報提供ネットワークシステムからの入手】
　・番号法第１９条第８号及び命令第２条の表
　　（項番６９，７０，７１）の規定による。

旧番号法の文言の
削除もれ

2 19
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
　３．特定個人情報の入手・使用
　　⑤本人への明示

【情報提供ネットワークシステムからの入手】
　・番号法第１９条第８号（項番６９，７０，７１）
　　及び別表第２及び命令第２条の表
　　（項番６９，７０，７１）の規定において明示
　　されてい

【情報提供ネットワークシステムからの入手】
　・番号法第１９条第８号（項番６９，７０，７１）
　　及び命令第２条の表（項番６９，７０，７１）
　　の規定において明示されている。

旧番号法の文言の
削除もれ及び脱字

3 26

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
　５．特定個人情報の提供・移転
　　　（委託に伴うものを除く。）
　　提供・移転の有無

　［〇］提供を行っている　26件
　［〇］移転を行っている　11件

　［〇］提供を行っている　26件
　［〇］移転を行っている　  9件

特定個人情報の移
転に係る件数の修
正

4 55

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱い
　　プロセスにおけるリスク対策
　５．特定個人情報の提供・移転
　　　（委託や情報提供ネットワーク
　　　　システムを通じた提供を除く。）
　　リスク１：不正な提供・移転が行われる
　　リスク
　　特定個人情報の提供・移転に関するルール
　　ルールの内容及びルール遵守の確認方法

・庁内への移転については、番号法関連法令及び国
民健康保険法に照らし、定められた事務についてのみ
行うこととし、その際には、事前にデータ利用について
移転先と協議を行う。

・庁内への移転については、番号法関連法令及び番
号利用条例に照らし、定められた事務についてのみ行
うこととし、その際には、事前にデータ利用について移
転先と協議を行う。

規定の修正

5 55

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱い
　　プロセスにおけるリスク対策
　５．特定個人情報の提供・移転
　　　（委託や情報提供ネットワーク
　　　　システムを通じた提供を除く。）
　　リスク２：不適切な方法で提供・
　　移転が行われるリスク
　　　リスクに対する措置の内容

・庁内での移転については、データ連携について事前
に協議した情報（注）及び移転先のみ、庁内連携シス
テム上で行う。
（注）命令第２条の表で定められた情報

・庁内での移転については、データ連携について事前
に協議した情報（注）及び移転先のみ、庁内連携シス
テム上で行う。
（注）命令第２条の表又は番号利用条例で定められた
情報

規定の追記

6 55

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱い
　　プロセスにおけるリスク対策
　５．特定個人情報の提供・移転
　　　（委託や情報提供ネットワーク
　　　　システムを通じた提供を除く。）
　　リスク３：誤った情報を提供・移転
　　してしまうリスク、誤った相手に
　　提供・移転してしまうリスク
　　　リスクに対する措置の内容

・庁内での移転については、命令第２条の表で定めら
れた情報を統合ＤＢに格納し、移転先が必要とする情
報を統合ＤＢから取得することで、データ連携を適切に
行っている。

・庁内での移転については、命令第２条の表又は番号
利用条例で定められた情報を統合ＤＢに格納し、移転
先が必要とする情報を統合ＤＢから取得することで、
データ連携を適切に行っている。

規定の追記

7 別紙２
（別紙２）番号法第19条第8号及び利用特定個人
情報提供省令第2条の表に定める事務

・番号法　第19条第8号
・主務省令　第2条　表の48の項
「地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの
法律に基づく条例又は森林環境税及び森林環境譲与
税に関する法律による地方税又は森林環境税の賦課
徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの」

（記載を削除）

庁内において特定
個人情報の移転を
実施しないことが判
明したため

8 別紙２
（別紙２）番号法第19条第8号及び利用特定個人
情報提供省令第2条の表に定める事務

・番号法　第19条第8号
・主務省令　第2条　表の87の項
「老人福祉法による費用の徴収に関する事務であって
主務省令で定めるもの」

（記載を削除）

庁内において特定
個人情報の移転を
実施しないことが判
明したため

                        資料３－1


